
関係省庁 平成25年度推進状況

2-(1)-1 障害者が身近な地域で必要な医療やリハビリテーション
を受けられるよう，地域医療体制等の充実を図る。その
際，特に，高齢化等による障害の重度化・重複化の予防
及びその対応に留意する。

厚生労働省 ○精神障害者に対する保健・医療・福祉に携わる全ての関係者が目指すべき方向性として
「良質かつ適切な精神障害者に対する医療の提供を確保するための指針」を策定。当該指針
において、地域で必要な保健医療サービス及び福祉サービスを提供できる体制を確保するこ
ととしている。

○在宅精神障害者の生活を、医療を含む多職種チームによる訪問等で支える精神障害者アウ
トリーチ推進事業を実施
平成25年度：24道府県

○概ね60歳以上の高齢入院患者を対象に、病院内の医師や看護師等の多職種チームと地域の
障害福祉サービス事業者が連携して退院支援を行う精神障害者地域移行・地域定着支援事業
（高齢入院患者支援事業）を実施。
平成２５年度：15県・指定都市

○重症心身障害児・者等に対して、医療機関に短期間の入所をさせ、入浴、排泄及び食事の
介護その他必要な支援を行う医療型短期入所を実施。
　　　　　　　　　　　(平成25年度)　　（参考：平成26年度)
医療型短期入所　　　　21,638人日　→　  23,719人日
※数値は各年度の3月の月間の数値である。
※宿泊のみ又は宿泊を伴わない医療型特定短期入所の数値を含む。

2-(1)-2 障害者総合支援法に基づき，自立した日常生活又は社会
生活を営むために必要な医療について，医療費の助成を
行う。

厚生労働省 ○自立支援医療費として、更生医療、育成医療（身体障害を軽減又は除去するための医療）
及び精神通院医療（精神疾患に対する継続的な治療）に係る医療費を給付。

2-(1)-3 国立障害者リハビリテーションセンター病院において，
早期退院，社会復帰に向けて，各障害に対応した機能回
復訓練を行うとともに，医療相談及び心理支援を行う。
また，障害者の健康増進についてもサービスの提供，情
報提供を行う。

厚生労働省 ○国立障害者リハビリテーションセンター病院において、障害の種類や程度に応じて、医
師、看護師、理学療法士等が連携して機能回復訓練を実施するとともに、早期退院、社会復
帰に向けた相談支援、障害者の人間ドックを実施。

2-(1)-4 骨，関節等の機能や感覚器機能の障害，高次脳機能障害
等の医学的リハビリテーションによる機能の維持，回復
が期待される障害について，適切な評価，病院から地域
等への一貫した医学的リハビリテーションの確保を図
る。

厚生労働省 ○都道府県に支援拠点機関を置き、専門的な相談支援、関係機関との地域支援ネットワーク
の充実を図ると共に、高次脳機能障害情報・支援センターにおいて情報を集約し、HPにおい
て発信するなど充実を図っている。
支援拠点機関設置箇所数　平成25年度：47都道府県100箇所
（参考）平成26年度：４７都道府県９９箇所

（１）
保健・
医療の
充実等

Ⅲ　分野別施策の基本的方向
２．保健・医療
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関係省庁 平成25年度推進状況Ⅲ　分野別施策の基本的方向
2-(1)-5 障害者の健康の保持・増進を図るため，福祉サービスと

連携した保健サービスの提供体制の充実を図る。また，
障害に起因して合併しやすい疾患，外傷，感染症等の予
防と，これらを合併した際の障害及び合併症に対して適
切な医療の確保を図る。

厚生労働省 ○保健所及び精神保健福祉センターにおける精神保健福祉相談を実施。
相談件数（延件数）平成25年度：保健所1,268,055件、精神保健福祉センター512,323件

○精神障害者に対する保健・医療・福祉に携わる全ての関係者が目指すべき方向性として
「良質かつ適切な精神障害者に対する医療の提供を確保するための指針」を策定。当該指針
において、地域で必要な保健医療サービス及び福祉サービスを提供できる体制を確保するこ
ととしている。

○精神疾患と身体疾患を有している患者に対して医療を提供できるように、身体合併症対応
施設等の体制整備を精神科救急医療体制整備事業（身体合併症救急医療確保事業）により実
施。平成25年度：１１都県・指定都市
（参考）平成26年度：１１都府県

2-(1)-6 定期的に歯科検診を受けること等又は歯科医療を受ける
ことが困難な障害者に対する歯科疾患の予防等による口
腔の健康の保持・増進を図る取組を進めるとともに，障
害の状況に応じた知識や技術を有する歯科専門職を育成
するための取組を促進する。

厚生労働省 ○口腔保健推進事業のメニューである以下の事業を通じて、都道府県、保健所設置市、特別
区における取組の推進を図っている。

①口腔保健支援センター設置推進事業
　口腔保健支援センターとして、歯科口腔保健の推進に関する法律第７条から第１１条まで
に規定する施策を実施するための行政機能に対して、運営に必要となる経費に対する財政支
援を行う。

②歯科保健医療サービス提供困難者への歯科保健医療推進事業
　障害者・高齢者等に対する定期的な歯科検診や施設職員に対する指導等を実施するための
運営に必要となる経費に対する財政支援を行う。

③障害者等歯科医療技術者養成事業
　障害者等に対する歯科医療を実施している医療機関において、当該受診者の状態に応じた
知識・技術を有する歯科医師・歯科衛生士を育成するための実習等の運営に必要となる経費
に対する財政支援を行う。

2-(2)-1 精神障害者への医療の提供・支援を可能な限り地域にお
いて行うとともに，入院中の精神障害者の早期退院（入
院期間の短縮）及び地域移行を推進し，いわゆる社会的
入院を解消するため，以下の取組を通じて，精神障害者
が地域で生活できる社会資源を整備する。

厚生労働省 ○精神障害者に対する保健・医療・福祉に携わる全ての関係者が目指すべき方向性として
「良質かつ適切な精神障害者に対する医療の提供を確保するための指針」を策定。当該指針
において、入院期間が１年以上の長期入院精神障害者に対し、入院医療中心の精神医療から
地域生活を支えるための精神医療の実現に向け、地域で必要な医療保健サービス及び福祉
サービスを提供できる体制を確保することとしている。

（２）
精神保
健・医
療の提
供等
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関係省庁 平成25年度推進状況Ⅲ　分野別施策の基本的方向
2-(2)-1-ア ア 専門診療科以外の診療科，保健所等，健診の実施機

関等と専門診療科との連携を促進するとともに，様々な
救急ニーズに対応できる精神科救急システムを確立する
など地域における適切な精神医療提供体制の確立や相談
機能の向上を推進する。

厚生労働省 ○保健所及び精神保健福祉センターにおける精神保健福祉相談を実施。相談件数（延件数）
平成25年度：保健所1,268,055件、精神保健福祉センター512,323件

○精神科救急医療施設において空床を確保する等、緊急な医療を必要とする精神障害者のた
めの精神科救急医療体制を整備。平成25年度：6７都府県・指定都市
（参考）平成26年度：67都府県・指定都市

2-(2)-1-イ イ 精神科デイケアの充実や，外来医療，多職種による
アウトリーチ（訪問支援）の充実を図る。

厚生労働省 ○在宅精神障害者の生活を、医療を含む多職種チームによる訪問等で支える精神障害者アウ
トリーチ推進事業を実施。平成25年度：24道府県

2-(2)-1-ウ ウ 居宅介護など訪問系サービスの充実や地域相談支援
（地域移行支援・地域定着支援）の提供体制の整備を図
る。

厚生労働省 ○精神科病院の入院患者に対する退院促進や地域定着のため、精神障害者地域移行・地域定
着支援事業を実施。
平成25年度：51都道府県・指定都市

○居宅介護など訪問系サービスの充実や、平成24年度に創設した、精神科病院に入院してい
る障害者等に対し住居の確保や障害福祉サービスの体験利用等を行う地域移行支援、居宅に
おいて単身で生活している障害者等に対し常時連絡体制や緊急時支援を行う地域定着支援を
推進。

2-(2)-1-エ エ 精神障害者の地域移行の取組を担う精神科医，看護
職員，精神保健福祉士，心理職等について，人材育成や
連携体制の構築等を図る。

厚生労働省 ○精神障害者の退院後の医療を提供するため、精神科訪問看護従事者養成研修事業により精
神科訪問看護を担う人材の育成を実施。受講者数　平成25年度：356人

○精神障害者への支援を実施したことがない事業者向けに研修を行うため、精神障害者地域
移行・地域定着支援事業（協議会の設置）を実施。
平成25年度：41都道府県・指定都市

○在宅精神障害者の生活を、医療を含む多職種チームによる訪問等で支える人材を養成する
ため、精神障害者アウトリーチ推進事業（関係者に対する講習等の実施）を実施。
平成25年度：22道府県

○精神科と身体科の関係者が参加し、事例研究等の研修を行うため、精神科救急医療体制整
備事業（医療連携に係る研修会等運営事業）を実施。
平成25年度：9都府県・指定都市
（参考）平成26年度：10都府県・指定都市
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関係省庁 平成25年度推進状況Ⅲ　分野別施策の基本的方向
文部科学省 ○学校における教育相談体制の充実を図るため、児童生徒の臨床心理に関して，高度に専門

的な知識及び経験を有するスクールカウンセラーを公立小・中学校を中心に配置している。
平成２５年度配置実績：20，310校
(参考)
H26年度においても、引き続き実施。
平成２６年度配置計画：21，764校

厚生労働省 ○保健所及び精神保健福祉センターにおける精神保健福祉相談を実施。相談件数（延件数）
平成25年度：保健所1,268,055件、精神保健福祉センター512,323件

○地域においては、保健所、精神保健福祉センターで心の健康づくり相談を実施。また、う
つ病患者等の早期発見・早期治療を行うために、かかりつけ医等に対し、適切なうつ病等精
神疾患に関する診療の知識・技術等の研修等を行う「かかりつけ医等心の健康対応力研修事
業」を実施。
平成25年度：37都道府県・指定都市

○職域では、全国47都道府県に設置していた「メンタルヘルス対策支援センター」におい
て、職場のメンタルヘルス対策に関する事業者、産業保健スタッフ等からの相談対応、個別
事業場に対するメンタルヘルス対策の普及促進のための訪問支援などを実施した。

○また、働く人のメンタルヘルス・ポータルサイト「こころの耳」において、事業者、産業
保健スタッフ、労働者やその家族等に対して、「メンタルヘルス対策の基礎知識」「悩みを
乗り越えた方の体験談」等、メンタルヘルスに関する様々な情報提供を行った。

2-(2)-3 精神障害者及び家族のニーズに対応した多様な相談体制
の構築を図る。精神障害者に対する当事者による相談活
動に取り組む地方公共団体に対し支援を行う。

厚生労働省 ○保健所及び精神保健福祉センターにおいて精神保健福祉相談支援を実施。
相談件数（延件数）平成25年度：保健所1,268,055件、精神保健福祉センター512,323件

○精神障害者に対する保健・医療・福祉に携わる全ての関係者が目指すべき方向性として
「良質かつ適切な精神障害者に対する医療の提供を確保するための指針」を策定。当該指針
において、精神障害者や家族の状況に応じて、必要な保健医療サービス及び福祉サービスを
提供できる体制を確保することとしている。

2-(2)-4 精神医療における人権の確保を図るため，精神医療審査
会の審査の在り方の見直し等により，都道府県及び指定
都市に対し，その機能の充実・適正化を促す。

厚生労働省 ○精神保健及び精神障害者福祉に関する法律の改正（平成2６年４月１日施行）にともない、
精神医療審査会運営マニュアルを改正。

2-(2)-2 学校，職域及び地域における心の健康に関する相談，カ
ウンセリング等の機会の充実により，一般国民の心の健
康づくり対策を推進するとともに，精神疾患の早期発見
方法の確立及び発見の機会の確保・充実を図る。
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関係省庁 平成25年度推進状況Ⅲ　分野別施策の基本的方向
2-(2)-5 精神疾患について，患者の状態像や特性に応じた精神病

床の機能分化を進めるとともに，適切な医療の提供を確
保し，患者・家族による医療機関の選択に資するよう，
精神医療に関する情報提供，EBM（根拠に基づく医
療）及び安全対策の推進を図る。

厚生労働省 ○精神障害者に対する保健・医療・福祉に携わる全ての関係者が目指すべき方向性として
「良質かつ適切な精神障害者に対する医療の提供を確保するための指針」を策定。当該指針
において、精神病床の機能分化を進めるとともに、多職種のチームによる訪問支援その他の
保健医療サービス及び福祉サービスの充実を推進するとしている。

○精神科救急医療施設において空床を確保する等、緊急な医療を必要とする精神障害者のた
めの精神科救急医療体制を整備。平成25年度：6７都府県・指定都市
（参考）平成26年：67都府県・指定都市

2-(2)-6 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律の一部を改正
する法律（平成25年法律第47号）附則第８条に基づ
き，医療保護入院や精神科病院に係る精神障害者の意思
決定及び意思の表明についての支援の在り方等に関する
検討を行う。

厚生労働省 ○精神保健及び精神障害者福祉に関する法律の一部を改正する法律（平成25年法律第47
号）による改正後精神保健福祉法の施行状況並びに精神保健及び精神障害者福祉を取り巻く
環境の変化を勘案し、検討を加えることとしている。

法務省 ○平成１７年７月に施行された「心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び
観察等に関する法律」に基づき，適切な医療の確保を推進。

厚生労働省 ○心神喪失者等医療観察法に基づき適切な医療を提供するとともに、指定入院医療機関を確
保し、通院医療を含む継続的な医療提供体制の整備を進めている。
　あわせて、医療従事者等を対象とした研修や指定入院医療機関相互の技術交流等を行い、
医療の質の向上を図っている。

○精神障害者に対する保健・医療・福祉に携わる全ての関係者が目指すべき方向性として
「良質かつ適切な精神障害者に対する医療の提供を確保するための指針」を策定。

厚生労働省 ○革新的医薬品や医療機器等の開発を促進するため、国際水準の臨床研究や医師主導治験の
中心的役割を担う臨床研究中核病院、世界に先駆けて人に初めて新規薬物等を使用する臨床
研究を実施する早期・探索的臨床試験拠点の整備を行っている。

○日本再興戦略を踏まえた医療関係イノベーションの取組として、平成25年10月1日に開設
された独立行政法人医薬品医療機器総合機構関西支部においても薬事戦略相談を開始した。
平成25年度の相談実施件数は、個別面談237件、事前面談346件、対面助言123件であっ
た。
（参考）平成26年度の相談実施件数は、個別面談271件、事前面談325件、対面助言85件
であった。

（３）
研究開
発の推
進

2-(2)-7 心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者に対する
適切な医療の確保を推進するとともに，心神喪失等の状
態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関す
る法律（平成15年法律第110号）附則第３条に基づ
き，精神医療及び精神保健福祉全般の水準の向上を図
る。

2-(3)-1 優れた基礎研究の成果による革新的な医薬品・医療機器
の開発を促進するため，研究の支援，臨床研究・治験環
境の整備，独立行政法人医薬品医療機器総合機構の薬事
戦略相談の活用等を推進する。
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関係省庁 平成25年度推進状況Ⅲ　分野別施策の基本的方向
経済産業省 ○「がん超早期診断・治療機器総合研究開発プロジェクト」、「次世代機能代替技術研究開

発事業」、「医療機器等の開発・実用化促進のためのガイドライン策定事業」を実施し、我
が国の優れた技術を活用した医療機器の開発を推進。

厚生労働省 ○平成25年11月に再生医療等の安全性の確保等に関する法律が制定され、円滑な施行に向
け準備を行っている。

○難治性疾患の治療方法の確立を目指した研究を一層推進するとともに、難治性疾患克服研
究事業を着実に実施し、研究開発を推進。

経済産業省 ○平成25年度は再生医療、個別化医療の研究開発を推進するための予算措置として「個別化
医療に向けた次世代医薬品創出基盤技術開発」「再生医療等産業化促進事業」を行った。

2-(3)-3 脳機能研究の推進により，高次脳機能障害，感覚認知機
能障害等に関する新たな診断法の開発，医学的リハビリ
テーションの効率化及び訓練プログラムの改善を進め
る。

厚生労働省 ○都道府県に支援拠点機関を置き、専門的な相談支援、関係機関との地域支援ネットワーク
の充実を図ると共に、高次脳機能障害情報・支援センターにおいて情報を集約し、HPにおい
て発信するなど充実を図っている。
支援拠点機関設置箇所数　平成25年度：47都道府県100箇所
（参考）平成26年度：４７都道府県９９箇所

2-(3)-4  障害者の生活機能全体の維持・回復のため，リハビリ
テーション技術の開発を推進する。

厚生労働省 ○国立障害者リハビリテーションセンターにおいて、研究所、病院が連携してリハビリテー
ション技術の研究開発を実施。

文部科学省 ○各大学の教育指針となるモデル・コア・カリキュラム（平成23年3月改訂）に基づき、医
師･歯科医師の養成課程である医学部及び歯学部において、リハビリテーションに関する教育
を実施。

（４）
人材の
育成・
確保

2-(3)-2

2-(4)-1 医師・歯科医師について，養成課程及び生涯学習におい
て，リハビリテーションに関する教育の充実を図り資質
の向上に努めるとともに，様々な場面や対象者に対応で
きる資質の高い看護職員等の養成に努める。

最新の知見や技術を活用し，倫理的側面に配慮しつつ，
疾病等の病因・病態の解明，予防，治療等に関する研究
開発を推進する。また，再生医療や個別化医療等の新た
な医療分野について，多くの障害者，患者が活用できる
よう，研究開発の推進及び実用化の加速に取り組む。
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関係省庁 平成25年度推進状況Ⅲ　分野別施策の基本的方向
厚生労働省 ○医師については、医学部卒業後の医師臨床研修の到達目標において、保健・医療・福祉の

各側面に配慮しつつ、診療計画を作成し、評価するために、QOLを考慮にいれた総合的な管
理計画（リハビリテーション等を含む。）へ参画することを掲げるなど、資質の向上のため
の方策を講じている。

○歯科医師については、歯学部卒業後の歯科医師臨床研修の到達目標に において、効果的で
効率の良い歯科診療を行うために、リハビリテーション等を含む総合治療計画の立案に必要
な能力を身に付けることを掲げるなど、資質の向上のための方策を講じている。

○看護職員については、看護職員資質向上推進事業の予算を確保し、基礎教育の質の向上及
び看護職員の資質の向上を図るための補助を実施している。
（参考）
平成26年度から地域医療介護総合確保基金を通じ、都道府県の実情に応じて基礎教育の質の
向上及び看護職員の資質の向上を図ることができるように財政支援を実施している。

○国立障害者リハビリテーションセンター学院において、リハビリテーション看護師研修会
を実施。

2-(4)-2 理学療法士，作業療法士，言語聴覚士等の医学的リハビ
リテーションに従事する者について，専門的な技術及び
知識を有する人材の確保と資質の向上を図る。

厚生労働省 ○理学療法士、作業療法士及び言語聴覚士養成施設の教員等や、今後、養成施設の教員等と
なることを希望する者に対し、より高度な知識技能を習得させることを目的とした教員等講
習会を実施している。

【教員養成講習会受講者数】（平成26年度）
理学療法士　70名
作業療法士　38名
言語聴覚士　11名

○国立障害者リハビリテーションセンター研究所において、障害全体を視野に入れた総合的
リハビリテーション技術および福祉機器等に関する研究開発を実施。また、学院において現
に従事している各種専門職員の技術向上を目的とした研修を実施。

【養成】　卒業者数（25年度　（参考）26年度）
・言語聴覚学科　　27名　27名
・義肢装具学科　　6名　6名
・視覚障害学科　　4名　4名
・手話通訳学科　　9名　7名
・リハビリテーション体育学科　　2名　2名
・児童指導員科　　9名　9名

【研修】　受講者数
25年度　研修会数：29、開催数：35、受講者：1,966名
（参考）
26年度　　研修会数：30、開催数：35、受講者数：1921名
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関係省庁 平成25年度推進状況Ⅲ　分野別施策の基本的方向
2-(4)-3 地域において健康相談等を行う保健所，保健センター等

の職員の資質の向上を図るとともに，地域の保健・医
療・福祉事業従事者間の連携を図る。

厚生労働省 ○保健師の人材育成を担当する者の人材育成能力を向上させ、現任教育体制を構築すること
により、保健指導従事者の効果的かつ高度な保健指導技術と知識の向上を図ることを目的と
して、地域保健従事者現任教育推進事業を実施した。

2-(5)-1 難病患者の実態把握，病因・病態の解明，画期的な診
断・治療法の開発を推進するとともに，診断基準・治療
指針の確立及び普及を通じて，難病患者が受ける医療水
準の向上を図るため，難病の研究を推進する。

厚生労働省

2-(5)-2 難病患者に対し，総合的な相談・支援や地域における受
入病院の確保を図るとともに，在宅療養上の適切な支援
を行うことにより，安定した療養生活の確保と難病患者
及びその家族の生活の質の向上を図る。

厚生労働省

2-(5)-3 難病に関する医療の確立，普及を図るとともに，難病患
者の医療費の負担軽減を図るため，医療費助成を行う。

厚生労働省

2-(5)-4 難病患者の療養上，日常生活上での悩みや不安等の解消
を図るとともに，難病患者の様々なニーズに対応したき
め細やかな相談や支援を通じて地域における難病患者支
援対策を推進するため，難病相談支援センター等によ
り，地域で生活する難病患者の日常生活における相談・
支援や地域交流活動の促進などを行う。

厚生労働省

2-(5)-5 難病患者等に対する障害福祉サービス等の提供に当たっ
ては，各地方公共団体において，難病等の特性（病状の
変化や進行，福祉ニーズ等）に配慮した円滑な事務が実
施されるよう，理解と協力の促進を図る。

厚生労働省 ○地域生活支援事業、補装具、日常生活用具の円滑な支給のため「難病患者等における地域
生活支援事業等の取り扱いに関するＱ＆Ａ」を発出。

（５）
難病に
関する
施策の
推進

○難病対策を総合的に推進するため、「難病の患者に対する医療等に関する法律案」を提出
した。
具体的には、消費税を財源とすることで、公平で安定的な医療費助成の仕組みの構築を図る
とともに、医療費助成の対象となる疾病を拡大した。また、国が、医療費助成に係る費用の
１/２を負担し、義務的経費化することにより都道府県の超過負担をなくすこととした。
さらに、これまで予算事業で行ってきた難病患者への相談支援等の事業について、国から１/
２以内を補助することを法律上位置づけ、国が財政的支援を行うことができる旨を明記する
こととした。
また、調査研究においてもより一層の病因・病態の解明を図ることとした。

（参考）
「難病の患者に対する医療等に関する法律」が平成27年１月１日に施行された。

22



関係省庁 平成25年度推進状況Ⅲ　分野別施策の基本的方向
2-(6)-1 妊産婦健診，乳幼児及び児童に対する健康診査，保健指

導の適切な実施，周産期医療・小児医療体制の充実等を
図るとともに，これらの機会の活用により，疾病等の早
期発見及び治療，早期療養を図る。また，障害の早期発
見と早期療育を図るため，療育に知見と経験を有する医
療・福祉の専門職の確保を図る。

厚生労働省 ○リスクの高い妊産婦や新生児などに高度な医療が提供されるよう、各都道府県において周
産期医療の中核となる総合周産期母子医療センター及び地域周産期母子医療センターの整備
や、地域の医療施設と高次の医療施設との連携体制の確保などを実施。
　        平成25年度  　　　　　（平成２４年度）
設置数　 96施設（総合）　　　　92施設（総合）
      　 292施設　（地域）　　　284施設（地域）
（参考：２６年度）　　100施設（総合）
　　　　　　　　　　　292施設（地域）

2-(6)-2 糖尿病等の生活習慣病を予防するとともに合併症の発症
や症状の進展等を予防するため，栄養・食生活，身体活
動・運動，休養，飲酒，喫煙及び歯・口腔の健康に関す
る生活習慣の改善による健康の増進，医療連携体制の推
進，健康診査・保健指導の実施等に取り組む。

厚生労働省 ○「歯と口の健康週間」を通じて、国民に対し歯科口腔保健の重要性等を普及啓発を行って
いる。
歯の健康の保持を目的として実施される8020運動推進特別事業や、地域の実情に応じた総
合的な歯科保健医療施策を進めるための体制確保等を目的として実施される口腔保健推進事
業を通じて、都道府県、保健所設置市、特別区における取組の推進を図っている。

○国民の健康の増進の総合的な推進を図るため、平成25年度から10年間を計画期間とする
「健康日本21（第2次）」を開始した。本計画では、栄養・食生活，身体活動・運動，休
養，飲酒，喫煙及び歯・口腔の健康に関する生活習慣の改善等に関する53項目の具体的な目
標を設定しており、本計画の推進を通じて、健康寿命の延伸と健康格差の縮小を図る。
また、本計画の進捗を確認し、着実に推進するため、平成26年度から推進専門委員会を設置
する予定。

○メタボリックシンドロームに着目した特定健康診査・特定保健指導等の実施による生活習
慣病対策を推進。

（６）
障害の
原因と
なる疾
病等の
予防・
治療
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関係省庁 平成25年度推進状況Ⅲ　分野別施策の基本的方向
2-(6)-3 疾患，外傷等に対して適切な治療を行うため，専門医療

機関，身近な地域における医療機関及び在宅における医
療の提供体制の充実，保健所，精神保健福祉センター，
児童相談所，市町村等による保健サービス等の提供体制
の充実及びこれらの連携を促進する。

厚生労働省 ○障害児を含む小児の在宅医療患者を受け入れる医療機関等の拡大や、小児等在宅医療と福
祉の連携体制の構築のためのモデル事業（小児等在宅医療連携拠点事業）を実施。平成25年
度：８都県
（参考）平成２６年度：９都県

○在宅精神障害者の生活を、医療を含む多職種チームによる訪問等で支える精神障害者アウ
トリーチ推進事業を実施。
平成25年度：24道府県

○自治体や医師等で協議会を設置し、精神障害者の支援に係る体制整備のための調整を行う
ため、精神障害者地域移行・地域定着支援事業（協議会の設置）を実施。
平成25年度：41都道府県・指定都市

○精神科救急医療施設において空床を確保する等、緊急な医療を必要とする精神障害者のた
めの精神科救急医療体制の整備を行う。
平成25年度：6７都府県・指定都市
（参考）平成26年度：67都府県・指定都市

2-(6)-4  外傷等に対する適切な治療を行うため，救急医療，急
性期医療等の提供体制の充実及び関係機関の連携を促進
する。

厚生労働省 ○外傷等に対する適切な治療を行うため、初期救急医療を担う医療機関（初期救急医療機
関）、入院を要する救急医療を担う（二次救急医療機関）及び救命救急を担う医療機関（三
次救急医療機関並びに救急医療情報センターからなる救急医療体制を計画的かつ体系的な整
備を推進。
　　　　　　　　　　　　 平成25年度　 　（平成24年度）
救命救急センター整備数　　266か所　　　　259箇所
ドクターヘリの導入　　　   36道府県 43機　34道府県 40機
（参考）
救命救急センター整備数　平成26年度　２７１か所
ドクターヘリの導入　　　平成26年度　３６道府県　４４機
　　　　　　　　　　　　※27年度は富山県と滋賀県で、新たに２機導入する予定
 
○精神科救急医療施設において空床を確保する等、緊急な医療を必要とする精神障害者のた
めの精神科救急医療体制の整備を行う。
平成25年度：6７都府県・指定都市
（参考）平成26年度：67都府県・指定都市
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（別表）２．保健・医療

事項 現状（直近の値） 目標 平成25年度

統合失調症の入院患者数 18.5万人（平成20年度） 15万人（平成26年度） 17.2万人（平成23年度患者調査）

メンタルヘルスケアに取り組んでいる事業所の割合 43.6%（平成23年） 100%（平成32年） 60.7%

入院中の精神障害者のうち，1年未満入院者の平均退院率 71.2%（平成20年度） 76%（平成26年度）
70.9％
（平成24年精神・障害保健課調べ）

入院中の精神障害者のうち，高齢長期退院者数 各都道府県において算出
各都道府県において算出した値を元に設
定

各都道府県において算出

障害者支援施設及び障害児入所施設での定期的な歯科検診実施率の増
加

66.9％ （平成23年度） 90％ （平成34年度）
※参考
平成23年度　66.9%（最新値）
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